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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第１期

第３四半期連結
累計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成26年３月31日

売上高 （千円） 10,162,319

経常利益 （千円） 752,128

四半期純利益 （千円） 391,713

四半期包括利益 （千円） 390,702

純資産額 （千円） 1,383,990

総資産額 （千円） 12,151,931

１株当たり四半期純利益金額 （円） 82.86

潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額
（円） 82.03

自己資本比率 （％） 11.4

　

回次
第１期

第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成26年１月１日
至平成26年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 41.98

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．１株当たり四半期純利益金額の算定にあたっては、株式付与ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式を四半期連結

財務諸表において自己株式として計上しているため、「期中平均株式数」から当該株式数を控除しておりま

す。

４．当社は、平成25年７月１日に単独株式移転により設立されたため、前連結会計年度以前に係る記載はしてお

りません。
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２【事業の内容】

当社は、平成25年７月１日に単独株式移転によりトラストパーク株式会社の完全親会社として設立されました。ま

た、平成25年11月にトラストメディカルサポート株式会社を新たに設立、平成25年12月にメディカルアライアンス合

同会社を新たに設立しメディカルサービス事業へ新規算入、平成25年12月に広告事業を営む有限会社ＳＲＰ（平成26

年２月３日株式会社ＳＲＰに商号変更）の全株式を取得し子会社化しました。これに伴い当社グループは、純粋持株

会社である当社及び連結子会社７社により構成されることになりました。

 

当第３四半期連結累計期間における、事業の内容と各社の位置付け及びセグメントとの関連は次のとおりでありま

す。

　

(1）駐車場事業について

当社グループの主力事業である駐車場事業は、トラストパーク株式会社（以下、「トラストパーク」という。）

及び株式会社グランシップ（以下、「グランシップ」という。）にて行っております。「遊休地の有効利用」と

「既存駐車場の活性化」を事業コンセプトに、遊休地を駐車場として有効活用し、または低収益に悩む駐車場を運

営面、収益面においてサポートし改善することで、都市基盤として開発または活性化させ、社会的に有効活用する

ことを目的としております。

以下の「直営店方式」、「加盟店方式」、「管理受託方式」の三方式により事業展開しており、それぞれ「無

人」と「有人」の運営形態（注）があります。なお、駐車場事業に付随する収入として、駐車場機器の販売や清涼

飲料水の自動販売機手数料等が含まれております。

（注）運営形態

・無人駐車場：コイン式駐車場等に代表される人的サービスの無い駐車場

・有人駐車場：無人駐車場に誘導、監視、精算補助等人的サービスを付加した駐車場

①　直営店方式

直営店方式は、原則としてトラストパーク及びグランシップが土地・駐車場オーナーより駐車場用地を一括し

て借上げ、駐車場設備機器等を設置し管理運営を行う方式であります。土地所有者のニーズに応じた契約期間で

出店し、駐車場用地に適した出店形態（ゲート式、コイン式、自走立体式、タワー式等）にて、月極もしくは時

間貸し、またはその併用等、様々な運営形態による総合的なサービスを提供しております。

（注）１．トラストパーク及びグランシップが土地を購入し自己所有する場合もあります。

②　加盟店方式

加盟店方式は、原則としてトラストパークと加盟店契約を締結した駐車場オーナーに対しコンサルティングを

行う方式であります。具体的には、加盟店に対してトラストパークの駐車場専用ＰＯＳシステムを提供し、トラ

ストパーク本部と加盟店をオンライン化して店舗毎の売上高分析、入出庫管理、労務管理、業務管理等の情報を

一元管理するほか、集金、清掃、メンテナンス等の管理運営業務、クレーム処理及びトラブルの対応、広告宣伝

業務、人材教育等の総合的なサービスを通じて当社の持つ豊富なノウハウの提供を行い加盟店の収益向上を図っ

ております。
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③　管理受託方式

管理受託方式とは、原則としてトラストパークと管理委託契約を締結した駐車場オーナーより管理運営業務の

一部を代行する方式であります。具体的には有人駐車場における運営全般の代行を行うほか、無人駐車場におけ

る集金業務、ユーザーに心地よく駐車場を利用していただくための清掃業務、無人駐車場運営を日々円滑に行う

ための駐車場機器のメンテナンス業務、ユーザーからの苦情に対し責任をもって処理するトラブル対応業務等が

あります。

　

（注）２．管理受託事業につきましては、トラストパークのブランドを使用した駐車場ではありません。
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(2）不動産等事業について

トラストパークにおいて、不動産特定共同事業法に基づく不動産（駐車場）小口化商品の販売を行っておりま

す。また、トラストネットワーク株式会社にて行う不動産等事業は、「人へ、街へ、次世代へ末永く愛される住ま

い創り」をコンセプトに、ファミリーマンションの分譲事業を中心とした住宅の企画、開発、販売業務等を行って

おります。

　

ファミリーマンション分譲事業の「事業系統図」は次のとおりであります。

　

(3）その他事業について

トラストパークにおいて、大型ビジョンの運営を行っております。また、タウンパトロール株式会社にて、駐車

場事業に付随して発生する機械警備及び交通誘導警備等の警備事業を行っております。また、平成25年11月及び12

月にメディカルサービス事業を行うトラストメディカルサポート株式会社及びメディカルアライアンス合同会社を

設立し、同事業に新規参入、同年12月には広告事業を営む有限会社ＳＲＰ（平成26年２月３日に株式会社ＳＲＰに

商号変更）の全株式を新たに取得し、同社を子会社化しております。

また、トラストネットワーク株式会社において、平成26年３月から事業の譲り受けによりゴルフ練習場の経営、

及び水素水の製造・販売を行っております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規設立に伴う有価証券届出書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、平成26年１月31日開催の取締役会にて、連結子会社であるトラストネット

ワーク株式会社が温浴事業を譲り受けることを決議し、契約の締結を行いました。この契約に基づき、同社は平成26

年４月16日付けで同事業を譲り受けました。

詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項(重要な後発事象)」をご参照下さい。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社は、平成25年７月１日に単独株式移転によりトラストパーク株式会社の完全親会社として設立されましたが、

連結範囲に実質的な変更はないため、前年同四半期と比較を行っている項目については、それぞれトラストパーク株

式会社の平成25年６月期第３四半期連結累計期間（平成24年７月１日から平成25年３月31日まで）及び平成25年６月

期連結会計年度末（平成25年６月30日）と比較しております。

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府・日銀による経済政策や大胆な金融政策などを背景とし

て、一部では企業業績の向上や消費動向の改善など、着実に景気回復の兆しが見られてきております。しかし、不

安定な世界経済等の影響をうけ、先行きは依然として不透明な状況となっております。

このような状況の中、当社グループは主力の駐車場事業において、引き続き新規駐車場の開発に注力、不動産等

事業におきましては、新築分譲マンションの販売に注力いたしました。

以上の結果、売上高は10,162,319千円（前年同期比35.8％増）、営業利益861,091千円（前年同期比49.1％

増）、経常利益752,128千円（前年同期比60.2％増）、四半期純利益は391,713千円（前年同期比55.5％増）となり

ました。

 

セグメントの業績については、以下のとおりであります。

 

①駐車場事業

建築着工等に伴う駐車場賃貸借契約の終了が増加しつつある状況の中、営業員を増員し、新規駐車場の開発に注

力するとともに、既存駐車場の収益力向上のため料金改定、カード会員獲得、地代交渉、低採算駐車場の閉鎖等を

積極的に行ってまいりました。その一方、駐車場オープン数の増加（前年同期69ヶ所に対し136ヶ所）に伴いオー

プン初期費用が増加したことに加え、営業員の増員等に伴い費用が増加しました。

以上の結果、売上高は4,433,087千円（前年同期比2.3％増）、営業利益96,460千円（同54.8％減）となりまし

た。

なお、当第３四半期連結会計期間末の駐車場数は727ヶ所（前年同期より88ヶ所増、前連結会計年度末より84ヶ

所増）、車室数は25,486車室（前年同期より1,233車室増、前連結会計年度末より2,185車室増）となっておりま

す。

 

②不動産等事業

平成25年８月に新築分譲マンション「トラスト新宮中央ネクサージュ（福岡県糟屋郡新宮町）」が竣工、120戸

全戸の引渡しを実施したほか、平成26年３月に「トラスト大牟田カルディオ（福岡県大牟田市）」及び「トラスト

ネクサス新椋野（山口県下関市）」の２棟が竣工、109戸の引渡しを行いました。

また、前連結会計年度末にて残１戸となっておりました「トラストネクサス木町ウイングレジデンス（北九州市

小倉北区）」及び残６戸となっておりました「トラスト八女カルディオ（福岡県八女市）」の引渡しを実施、全戸

完売となりました。

以上の結果、売上高5,627,013千円（前年同期比83.0％増）、営業利益792,086千円（前年同期比110.8％増）と

なりました。
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③その他事業

その他事業につきましては、ＪＲ博多駅前における大型ビジョン「トラストビジョン」のリニューアルを実施、

工事による営業日数短縮の影響はありましたが、３月１日のリニューアル後は順調に契約を確保しております。警

備事業においても徐々にではありますが、契約を積み重ねてまいりました。また、平成25年11月及び12月にメディ

カルサポート事業を行う会社を２社設立し、同事業に参入、同年12月には広告事業会社である有限会社ＳＲＰ（平

成26年２月３日に株式会社ＳＲＰに商号変更）の全株式を新たに取得し、同社を子会社化しております。

また、トラストネットワーク株式会社において、平成26年３月から事業の譲り受けによりゴルフ練習場の経営、

及び水素水の製造・販売を行っております。

以上の結果、売上高102,217千円（前年同期比34.0％増）、営業損失31,140千円（前年同期は16,089千円の営業

損失）となりました。

　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,160,000 5,160,000

東京証券取引所

（マザーズ）

福岡証券取引所

（Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場）

権利内容になん

ら限定のない当

社における標準

となる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。

計 5,160,000 5,160,000 － －

（注）平成26年５月１日から、本書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は含まれておりません。
　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年１月１日～

平成26年３月31日
－ 5,160,000 － 418,561 － 105,000

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成25年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

①【発行済株式】

 平成26年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（相互保有株式）

普通株式 　225,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,934,700 49,347 －

単元未満株式 普通株式　 　　300 － －

発行済株式総数 5,160,000 － －

総株主の議決権 － 49,347 －

（注）１　当第３四半期連結会計期間末における株式付与ＥＳＯＰ信託が取得した当社株式207,300株は、四半期連結

財務諸表において、自己株式として処理しておりますが、「完全議決権株式（自己株式）」には含みませ

ん。

２　当第３四半期連結会計期間において、単元未満株主の請求にもとづく単元未満株式買取りを行ったことによ

り、単元未満株式に含まれる当社所有の自己株式数は85株になっております。

　

②【自己株式等】

 平成26年３月31日現在

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所
有株式数
（株）

他人名義所
有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（相互保有株式）

トラストパーク株式会社

福岡市南区博多駅南

５丁目15番18号
225,000 － 225,000 4.36

計 － 225,000 － 225,000 4.36

（注）１　当第３四半期連結会計期間末における株式付与ＥＳＯＰ信託が取得した当社株式207,300株は、四半期連結

財務諸表において、自己株式として処理しており、日本マスタートラスト信託銀行株式会社名義で所有して

おりますが、株式付与ＥＳＯＰ信託による信託財産であり、自己株式には含みません。

２　当第３四半期連結会計期間において、単元未満株主の請求にもとづく単元未満株式の買取りを行ったことに

より、単元未満株式に含まれる当社所有の自己株式数は85株になっております。
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２【役員の状況】

当社は、平成25年７月１日に単独株式移転により設立されたため、当四半期報告書の提出日現在における当社役

員の状況を記載しております。

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役社長

（代表取締

役）

－ 渡邉　靖司 昭和34年８月４日生

平成５年８月 有限会社ピー・エム・トラスト設立

（現、トラストパーク株式会社）

代表取締役就任（現任）

平成19年２月 トラストネットワーク株式会社　代表

取締役就任（現任）

平成22年９月 株式会社グランシップ　代表取締役就

任（現任）

平成23年５月 タウンパトロール株式会社　代表取締

役就任（現任）

平成25年７月 当社　代表取締役就任（現任）

平成25年11月 トラストメディカルサポート株式会社

設立　代表取締役就任（現任）

平成25年12月 有限会社ＳＲＰ（現、株式会社ＳＲ

Ｐ）代表取締役就任（現任）

（注）２ 516,000

取締役　　

副社長　
－ 喜久田　匡宏 昭和40年４月16日生

平成12年６月 株式会社トランスジェニック入社　取

締役就任

平成15年４月 同社　専務取締役就任

平成15年12月 同社　代表取締役就任

平成20年12月 同社　代表取締役退任

平成21年６月 同社　取締役退任

平成21年９月 トラストパーク株式会社　監査役就任

平成24年９月 同社　取締役就任（現任）

平成25年７月 当社　取締役就任

平成25年12月 当社　取締役副社長就任（現任）

平成26年２月 株式会社ＳＲＰ　取締役就任（現任）

（注）２ －

取締役 － 原　康則 昭和37年９月６日生

平成11年１月 株式会社ピー・エム・トラスト入社

（現、トラストパーク株式会社）

平成14年９月 同社　取締役就任

平成21年７月 同社　専務取締役就任（現任）

平成25年７月 当社　取締役就任（現任）

平成25年９月 タウンパトロール株式会社　取締役就

任（現任）

（注）２ 50,000

取締役 管理部長 矢羽田　弘 昭和35年５月25日生

平成12年１月 株式会社ピー・エム・トラスト入社

（現、トラストパーク株式会社）

平成14年９月 同社　取締役就任

平成16年１月 同社　常務取締役就任（現任）

平成25年７月 当社　取締役就任　管理部長（現任）

平成25年９月 トラストネットワーク株式会社　取締

役就任（現任）

平成26年２月 株式会社ＳＲＰ　取締役就任（現任）

（注）２ 50,000

取締役 － 山川　修 昭和43年10月５日生

平成13年９月 株式会社ピー・エム・トラスト入社

（現、トラストパーク株式会社）

平成14年９月 同社　取締役就任

平成18年９月 同社　常務取締役就任（現任）

平成22年９月 株式会社グランシップ　取締役就任

（現任）

平成25年７月 当社　取締役就任（現任）

（注）２ 50,000

取締役 － 早川　雄二 昭和36年11月９日生

平成16年５月 トラストネットワーク株式会社入社

平成18年６月 同社　取締役就任（現任）

平成25年７月 当社　取締役就任（現任）

（注）２ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役 － 市原　一也 昭和23年２月23日生

昭和46年４月 株式会社西日本相互銀行（現、株式会

社西日本シティ銀行）入行

平成15年２月 株式会社西銀ビジネスセンター入社

平成16年６月 アプライド株式会社　監査役就任

平成23年３月 株式会社エクスプレオ入社

平成23年９月 トラストパーク株式会社　監査役就任

（現任）

平成25年７月 当社　監査役就任（現任）

平成25年９月 タウンパトロール株式会社　監査役就

任（現任）

平成26年２月 株式会社ＳＲＰ　監査役就任（現任）

（注）３ －

監査役 － 江口　秀人 昭和31年12月18日生

昭和61年10月 等松青木監査法人（現、有限責任監査

法人トーマツ）入社

平成２年８月 公認会計士登録

平成15年７月 監査法人トーマツ（現、有限責任監査

法人トーマツ）退社

平成15年７月 税理士登録

平成15年８月 江口公認会計士事務所開設　所長就任

（現任）

平成18年４月 トラストパーク株式会社　監査役就任

平成19年７月 福岡監査法人　代表社員就任

平成22年１月 監査法人有明　代表社員就任（現任）

平成25年７月 当社　監査役就任（現任）

平成25年９月 トラストネットワーク株式会社　監査

役就任（現任）

（注）３ －

監査役 － 梁井　純輔 昭和18年３月31日生

昭和42年４月 株式会社西日本相互銀行（現、株式会

社西日本シティ銀行）入行

昭和60年10月 同行　市場資金部　部次長

平成５年８月 同行　営業開発部　部長

平成11年10月 株式会社西銀経営情報サービス（現、

株式会社ＮＣＢリサーチ＆コンサル

ティング）部長

平成12年６月 株式会社博多座　常勤監査役就任

平成19年６月 同社　常勤監査役退任

平成24年９月 トラストパーク株式会社　監査役就任

平成25年７月 当社　監査役就任（現任）

（注）３ －

計 666,000

（注）１．監査役市原　一也、江口　秀人、梁井　純輔は、社外監査役であります。

２．任期は、当社の設立日である平成25年７月１日から２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時まで。

３．任期は、当社の設立日である平成25年７月１日から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時まで。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
(1) 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しております。

(2) 当社は、平成25年７月１日に単独株式移転により設立されたため、前連結会計年度以前に係る記載はしており

ません。

　

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年１月１日から

平成26年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年７月１日から平成26年３月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

トラストホールディングス株式会社(E27464)

四半期報告書

12/26



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(平成26年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,654,889

受取手形及び売掛金 180,210

有価証券 2,041

販売用不動産
※1 726,417

仕掛販売用不動産
※2 1,053,708

商品及び製品 3,826

原材料及び貯蔵品 10,058

その他 462,332

貸倒引当金 △2,594

流動資産合計 5,090,888

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額）
※1 1,524,487

土地
※1,※2 3,540,264

その他（純額） 585,597

有形固定資産合計 5,650,349

無形固定資産

のれん 460,956

その他 243,481

無形固定資産合計 704,437

投資その他の資産

その他 708,502

貸倒引当金 △2,247

投資その他の資産合計 706,255

固定資産合計 7,061,042

資産合計 12,151,931
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(平成26年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,193,980

短期借入金 1,616,770

1年内返済予定の長期借入金 1,089,021

未払法人税等 226,784

賞与引当金 13,375

役員賞与引当金 3,625

ポイント引当金 20,627

資産除去債務 1,903

その他 1,117,270

流動負債合計 5,283,357

固定負債

長期借入金 4,839,263

退職給付引当金 37,545

資産除去債務 40,304

その他 567,469

固定負債合計 5,484,583

負債合計 10,767,940

純資産の部

株主資本

資本金 418,561

資本剰余金 219,651

利益剰余金 955,140

自己株式 △208,168

株主資本合計 1,385,183

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △1,200

その他の包括利益累計額合計 △1,200

少数株主持分 8

純資産合計 1,383,990

負債純資産合計 12,151,931
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年７月１日
　至　平成26年３月31日)

売上高 10,162,319

売上原価 7,833,774

売上総利益 2,328,544

販売費及び一般管理費 1,467,452

営業利益 861,091

営業外収益

受取利息 1,398

受取配当金 117

受取手数料 4,000

投資有価証券売却益 1,957

その他 5,337

営業外収益合計 12,810

営業外費用

支払利息 97,421

その他 24,352

営業外費用合計 121,773

経常利益 752,128

特別利益

固定資産売却益 326

特別利益合計 326

特別損失

固定資産除却損 305

減損損失 21,968

特別損失合計 22,273

税金等調整前四半期純利益 730,181

法人税、住民税及び事業税 328,034

法人税等調整額 10,434

法人税等合計 338,469

少数株主損益調整前四半期純利益 391,712

少数株主損失（△） △1

四半期純利益 391,713
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年７月１日
　至　平成26年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 391,712

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,009

その他の包括利益合計 △1,009

四半期包括利益 390,702

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 390,704

少数株主に係る四半期包括利益 △1

EDINET提出書類

トラストホールディングス株式会社(E27464)

四半期報告書

16/26



【注記事項】

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１.連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数 ７社

連結子会社の名称

トラストパーク（株）

トラストネットワーク（株）

（株）グランシップ

タウンパトロール（株）

トラストメディカルサポート（株）

メディカルアライアンス（同）

（株）ＳＲＰ

上記のうち、トラストメディカルサポート（株）及びメディカルアライアンス（同）は、第２四半

期連結会計期間に新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

（株）ＳＲＰについては、第２四半期連結会計期間において、新たに全株式を取得したため、連結

の範囲に含めております。

（2）非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

２.持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３.連結子会社の四半期連結決算日に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４.会計処理基準に関する事項

（1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

四半期連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

ロ　たな卸資産

（イ)販売用不動産及び仕掛販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によって

おります。

（ロ)商品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）に

よっております。

（ハ)貯蔵品

最終仕入原価法
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（2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法

建物（建物附属設備を除く）は定額法によっております。

　なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年の均等償却によっておりま

す。

主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　５～45年

機械装置及び運搬具　　　４～17年

その他（工具器具備品）　３～20年

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ　リース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年６月30日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（3）重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　ポイント引当金

ポイントカードの使用により付与されたポイントの将来の使用に備えるため、当第３四半期連結会計期間

末における未使用ポイント残高に対する将来の費用負担見込額を計上しております。

ハ　退職給付引当金

当社及び連結子会社において、従業員の退職給付に備えるため、当第３四半期連結会計期間末における退

職給付債務の見込額に基づき計上しております。

ニ　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

ホ　役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（4）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その投資効果の発現する期間を個別に見積り、20年以内の合理的な年数（５～12

年）で定額法により償却しております。

（5）その他四半期連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

なお、控除対象外消費税等は発生した四半期連結会計期間の費用として処理しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１　保有目的の変更に伴い、固定資産として保有していた建物及び構築物17,770千円、土地237,462千円を販

売用不動産に振替えております。

　

※２　保有不動産の一部を開発から賃貸へ保有目的を変更したことに伴い、仕掛販売用不動産324,256千円を固

定資産に振替えております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自 平成25年７月１日
至 平成26年３月31日）

減価償却費 268,033千円

のれん償却額 41,337

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結累計期間（自　平成25年７月１日　至　平成26年３月31日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年９月26日

定時株主総会

（注）1，２

普通株式

（トラストパー

ク㈱）

40,467 820 平成25年６月30日 平成25年９月27日 利益剰余金

平成26年２月７日

取締役会（注）３
普通株式 40,467 8.2 平成25年12月31日 平成26年３月７日

その他

資本剰余金

（注）１．当社は平成25年７月１日に単独株式移転により設立された完全親会社であるため、配当金の支払額は上記の完

全子会社の株主総会において決議された金額であります。

２．平成25年９月26日定時株主総会決議に基づく配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託が所有する株式に対す

る配当金1,705千円を含めております。

３．平成26年２月７日取締役会決議に基づく配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託が所有する株式に対する配

当金1,704千円を含めております。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）

　

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 事業譲受先の名称及びその事業の内容

事業譲受先の名称　有限会社カスタネット倶楽部水巻

事業の内容　　　　ゴルフ練習場の経営

(2) 事業譲受を行った理由

連結子会社であるトラストネットワーク株式会社において、新たな事業領域の拡大により収益力の向上

を図り、本事業の取得による安定的な事業収入が今後の業績に寄与するものと見込み、本事業を取得する

ことといたしました。

(3) 事業譲受日

平成26年３月26日

(4) 企業結合の法的形式

事業の譲り受け

(5) 事業譲受企業の名称

トラストネットワーク株式会社

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成26年３月26日から平成26年３月31日までの業績が、当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計

算書に含まれています。

３．被取得企業の取得原価及び内訳

取得の対価　　　　　159,150千円

取得に要した費用　　　4,240千円

取得原価　　　　　　163,390千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

105,744千円

(2) 発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の収益力から発生したものであります。

(3) 償却方法及び償却期間

７年間にわたる均等償却
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取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 事業譲受先の名称及びその事業の内容

事業譲受先の名称　エコモ・インターナショナル株式会社

事業の内容　　　　水素水の製造及び販売

(2) 事業譲受を行った理由

連結子会社であるトラストネットワーク株式会社において、新たな事業領域の拡大により収益力の向上

を図り、本事業の取得による安定的な事業収入が今後の業績に寄与するものと見込み、本事業を取得する

ことといたしました。

(3) 事業譲受日

平成26年３月31日

(4) 企業結合の法的形式

事業の譲り受け

(5) 事業譲受企業の名称

トラストネットワーク株式会社

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

四半期連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間はありません。

３．被取得企業の取得原価及び内訳

取得の対価　　　　　　　200,000千円

取得に直接要した費用　　　　 －千円

取得原価　　　　　　　　200,000千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) 発生したのれんの金額

200,000千円

(2) 発生原因

事業の譲受により引き継ぐ資産及び負債がないため、取得原価を全額のれんとして計上しております。

(3) 償却方法及び償却期間

12年間にわたる均等償却
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１.報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社及び子会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

のもであります。

当社グループでは持株会社体制の下、駐車場の運営及び駐車場の管理受託に関する業務を主とした「駐車

場事業」と、マンション等の開発業務や不動産賃貸・仲介業務を主とした「不動産等事業」の２つを報告セ

グメントとしております。

 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自　平成25年７月１日　至　平成26年３月31日）

 （単位：千円）

　
　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

駐車場
事業

不動産等
事業

計

売上高      　  

外部顧客への

売上高
4,433,087 5,627,013 10,060,101 102,217 10,162,319 － 10,162,319

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

2,024 9,728 11,752 30,354 42,106 (42,106) －

計 4,435,112 5,636,741 10,071,853 132,571 10,204,425 (42,106) 10,162,319

セグメント利益

又は損失（△）
96,460 792,086 888,546 △31,140 857,406 3,685 861,091

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、広告事業、警備事

業、メディカルサービス事業、アミューズメント事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去147,999千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△145,766千円及び棚卸資産等の調整額1,453千円が含まれております。全社費用の

主なものは、当社（持株会社）運営に係る費用であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「駐車場事業」セグメントにおいて、主に収益性が著しく低下した店舗設備の帳簿価額を回収可能性

額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。また、経営環境および今後の見通しを

勘案し、のれんの評価を見直した結果、のれんの減損損失が発生しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては16,490千円（うち、のれんの

減損損失は、6,826千円）であります。

「不動産等事業」セグメントにおいて、主に収益性が著しく低下した設備の簿価額を回収可能性額ま

で減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。なお、当該減損損失の計上額は、当第３四

半期連結累計期間においては5,477千円であります。

　

（のれんの金額の重要な変動）

「駐車場事業」セグメントにおいて、経営環境および今後の見通しを勘案し、のれんの評価を見直した

結果、のれんの減損損失を計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は6,826千円であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成25年７月１日
至　平成26年３月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 82円86銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益金額（千円） 391,713

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益金額 391,713

普通株式の期中平均株式数（株） 4,727,071

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 82円03銭

（算定上の基礎） 　

四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 47,850

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

（注）　当第３四半期連結累計期間の「１株当たり情報」の算定にあたっては、株式付与ＥＳＯＰ信託が所有する当

社株式を四半期連結財務諸表において自己株式として計上しているため、「普通株式の期中平均株式数」か

ら当該株式数を控除しております。
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（重要な後発事象）

（重要な事業の譲受）

平成26年１月31日開催の取締役会決議に基づき、平成26年４月16日付で連結子会社であるトラストネットワー

ク株式会社において温浴事業を譲り受けております。

　

１．事業譲受の目的

当該子会社の新たな事業領域の拡大により収益力の向上を図り、本事業の取得による安定的な事業収入が今

後の業績に寄与するものと見込み、本事業を取得することといたしました。

２．譲り受ける相手会社の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式

(1) 相手会社の名称

株式会社北山興産

キタヤマコーポレーション株式会社

他１名

他１名につきましては個人からの取得になるため、契約の都合により個人名の公表を控えさせていただ

きます。なお、当社と当該個人との間には、記載すべき資本的関係、人的関係及び取引関係はありませ

ん。

(2) 事業の内容

温浴施設の運営

(3) 契約日

平成26年１月31日

(4) 譲受日

平成26年４月16日

(5) 企業結合の法的形式

事業譲受

３．譲受事業の取得原価及びその内訳

取得の対価（現金）　649,920千円（諸費用含む）

４．譲り受けた資産及び負債の額並びにその主な内訳

流動資産　　　　 －千円

固定資産　　474,473千円

資産合計　　474,473千円

流動負債　　　3,568千円

固定負債　　 13,977千円

負債合計　　 17,546千円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1) のれんの金額

155,793千円

(2) 発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の収益力から発生したものであります。

(3) 償却方法及び償却期間

７年間にわたる均等償却

 

２【その他】

平成26年２月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………40,467千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………８円20銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年３月７日

（注）１．平成25年12月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．配当金の総額には、株式付与ＥＳＯＰ信託が所有する株式に対する配当金1,704千円を含めております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成26年５月13日

トラストホールディングス株式会社

取締役会　御中

三優監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 吉川　秀嗣　　　印

 業務執行社員  公認会計士 大神　　匡　　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトラストホール

ディングス株式会社の平成25年７月１日から平成26年６月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年

１月１日から平成26年３月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年７月１日から平成26年３月31日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

ついて四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トラストホールディングス株式会社及び連結子会社の平成26年３月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成26年１月31日開催の取締役会決議に基づき、平成26年４月16日付
で連結子会社であるトラストネットワーク株式会社において温浴事業を譲り受けている。
当該事項は当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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